
熱海市まちづくり条例 新旧対照表 

改正前 改正後 

（目的） （目的） 

第１条 この条例は、熱海市（以下「市」

という。）のまちづくりについて、その

基本理念を定め、市民等、事業者及び市

の責務等を明らかにするとともに、まち

づくりの基本となる事項、本市の特性を

活かしたまちづくりの仕組み、開発事業

に伴う手続及び開発事業に関する基準並 

びに都市計画法（昭和４３年法律第 

１００号。以下「法」という。）の規定 

に基づく都市計画の手続の仕組みを定め 

ることにより、良好な住環境と美しい景 

観を備える文化の香り高い国際観光温泉 

文化都市熱海の実現に寄与することを目 

的とする。 

第１条 この条例は、熱海市（以下「市」

という。）のまちづくりについて、その

基本理念を定め、市民等、事業者及び市

の責務等を明らかにするとともに、まち

づくりの基本となる事項、市  の特性を

活かしたまちづくりの仕組み、開発事業

に伴う手続及び開発事業に関する基準並 

びに都市計画法（昭和４３年法律第 

１００号。以下「法」という。）の規定 

に基づく都市計画の手続の仕組みを定め 

ることにより、良好な住環境と美しい景 

観を備える文化の香り高い国際観光温泉 

文化都市熱海の実現に寄与することを目 

的とする。 

（地区計画等の案の作成） （地区計画等の案の作成） 

第２７条 市長は、地区計画等の案を作成

しようとするときは、あらかじめ次に掲

げる事項を公告し、地区計画等の原案に

当該地区計画等の決定又は変更をする理

由書を添えて、当該公告の日の翌日から

起算して２８日間公衆の縦覧に供しなけ

ればならない。ただし、当該地区の土地

所有者のすべての者の同意を得ていると

認められる場合は、縦覧期間を１４日間

にすることができる。 

(1)～(3) （略） 

２～４ （略） 

（開発事業の事前協議書の周知等） 

第３０条 （略）  

第２７条 市長は、地区計画等の案を作成

しようとするときは、あらかじめ次に掲

げる事項を公告し、地区計画等の原案に

当該地区計画等の決定又は変更をする理

由書を添えて、当該公告の日の翌日から

起算して２８日間公衆の縦覧に供しなけ

ればならない。ただし、当該地区の土地

所有者の全て  の者の同意を得ていると

認められる場合は、縦覧期間を１４日間

にすることができる。 

(1)～(3) （略） 

２～４ （略） 

（          事前協議書の周知等） 

第３０条 （略） 

（開発事業計画の届出等） （開発事業計画の届出等） 

第３６条 事業者は、前条第１項の規定に

よる指導書の交付を受けたときは、まち

づくり基本計画、第３１条第１項に規定

する意見書、第３３条第２項に規定する

公聴会及び前条第１項に規定する指導書

の内容を十分尊重して、規則で定めると

第３６条 事業者は、前条第１項の規定に

よる指導書の交付を受けたときは、まち

づくり基本計画、第３１条第１項に規定

する意見書、第３３条第２項に規定する

公聴会及び前条第１項に規定する指導書

の内容を十分尊重して、規則で定めると



改正前 改正後 

ころにより、開発事業計画審査願及び前

条第１項に規定する指導書に対する事業

者の考えを示した見解書（以下「事業計 

画審査願等」という。）を市長に提出 

し、市長と協議しなければならない。 

ころにより、開発事業計画審査願及び同

項に規定する指導書に   対する事業

者の考えを示した見解書（以下「事業計 

画審査願等」という。）を市長に提出 

し、市長と協議しなければならない。 

２ （略） ２ （略） 

（開発事業計画の変更の届出等） （開発事業計画の変更の届出等） 

第４０条 （略） 第４０条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 事業者は、前２項          の規定に

よる届出又は申請の前に第３７条第１項

の規定により設置した事業計画表示板に

記載された事項の変更を行うとともに、

事業計画内容説明会の対象となる利害関

係者にあっては当該変更した事項を、当

該開発事業の計画を変更することにより

新たに利害関係者になる者にあっては当

該開発事業の内容を説明しなければなら

ない。 

４ 事業者は、第１項又は第２項の規定に

よる届出又は申請の前に第３７条第１項

の規定により設置した事業計画表示板に

記載された事項の変更を行うとともに、

事業計画内容説明会の対象となる利害関

係者にあっては当該変更した事項を、当

該開発事業の計画を変更することにより

新たに利害関係者になる者にあっては当

該開発事業の内容を説明しなければなら

ない。 

（工事の施工等） （工事の施工等） 

第４４条 （略） 第４４条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 事業者は、開発事業に関する工事の施

行の間は、当該工事の施行により、施行

区域の周辺の地域における交通に支障を

及ぼし、排水路その他の排水施設、水路

及び河川の排水又は利水    に支障を及

ぼし、又はその周辺の地域に土砂崩れ、

出水等の被害を及ぼすことのないように

適切な措置を講じなければならない。 

４ 事業者は、開発事業に関する工事の施

行の間は、当該工事の施行により、施行

区域の周辺の地域における交通に支障を

及ぼし、排水路その他の排水施設、水路

及び河川の排水若しくは利水に支障を及

ぼし、又はその周辺の地域に土砂崩れ、

出水等の被害を及ぼすことのないように

適切な措置を講じなければならない。 

５ （略） ５ （略） 

（立入検査） （立入検査） 

第４６条 市長は、この条例の施行に必要

な限度において、事業者又は    工事施

行者から開発事業に係わる工事その他の

行為の状況について、報告若しくは資料

の提出を求め、又は施行区域内に立入り

    工事その他の行為の状況を検査する

第４６条 市長は、この条例の施行に必要

な限度において、事業者若しくは工事施

行者から開発事業に係る  工事その他の

行為の状況について、報告若しくは資料

の提出を求め、又は施行区域内に立ち入

り、工事その他の行為の状況を検査する
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ことができる。 ことができる。 

２ （略） ２ （略） 

（工事の停止及び中止の勧告） （工事の停止及び中止の勧告） 

第４７条 市長は、次の各号のいずれかに

該当するときは、事業者又は工事施行者

に対し、その施行する開発事業に関し、

この条例の施行に必要な限度において報

告又は資料の提出を求め、工事の停止又

は中止等の必要な措置を講ずることを勧

告することができる。 

第４７条 市長は、次の各号のいずれかに

該当するときは、事業者又は工事施行者

に対し、その施行する開発事業に関し、

この条例の施行に必要な限度において報

告又は資料の提出を求め、工事の停止、

中止  等の必要な措置を講ずることを勧

告することができる。 

(1) 第２９条第１項に規定する事前協議

書の提出又は第３６条第１項に規定す

る事業計画審査願等を提出せず  に工

事を着手したとき。 

(1) 第２９条第１項に規定する事前協議

書の提出又は第３６条第１項に規定す

る事業計画審査願等の提出をせずに工

事を着手したとき。 

(2)～(6) （略） (2)～(6) （略） 

（是正命令） （是正命令） 

第４８条 市長は、前条の規定（前条第３

号及び第５号を除く。）により勧告を受

けた者が勧告に従わないときは、その者 

に対して工事の停止若しくは中止を命 

じ、又は相当の期限を定めて違反を是正 

するため必要な措置を講ずることを命ず 

ることができる。 

第４８条 市長は、前条の規定（同条第３

号及び第５号を除く。）により勧告を受

けた者が勧告に従わないときは、その者 

に対して工事の停止若しくは中止を命 

じ、又は相当の期限を定めて違反を是正 

するため必要な措置を講ずることを命ず 

ることができる。 

２ （略） ２ （略） 

（防犯対策） （防犯対策） 

第５３条 住宅を建築しようとする者、住

宅の設計及び工事の施工者又は住宅を所

有    若しくは管理する者は、当該住宅

を犯罪の防止に配慮した構造、設備等を

有するものとするため、静岡県防犯まち 

づくり条例（平成１６年静岡県条例第 

２６号）第１８条の規定により策定され 

た指針に基づき、必要な措置を講ずるも 

のとする。 

第５３条 住宅を建築しようとする者、住

宅の設計及び工事の施工者又は住宅を所

有し、若しくは管理する者は、当該住宅

を犯罪の防止に配慮した構造、設備等を

有するものとするため、静岡県防犯まち 

づくり条例（平成１６年静岡県条例第 

２６号）第１８条の規定により策定され 

た指針に基づき、必要な措置を講ずるも 

のとする。 

２ （略） ２ （略） 

（老人福祉施設等の建設に関する協議） （老人福祉施設等の建設に関する協議） 

第５４条 老人福祉法（昭和３８年法律第

１３３号）に規定する老人福祉施設、有

第５４条 老人福祉法（昭和３８年法律第

１３３号）に規定する老人福祉施設、有
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料老人ホームその他規則で定める施設を

建設する事業者は、規則に定める関係機

関と協議をするものとする。 

料老人ホームその他規則で定める施設を

建設する事業者は、規則で定める関係機

関と協議をするものとする。 

（あっせん） （あっせん） 

第６０条 市長は、第２９条第１項の規定

により開発事業事前協議書が提出された

日以後において、利害関係者及び事業者

（以下「紛争当事者」という。）の双方

から当該開発事業に係る紛争の調整の申

出があったときは、あっせんを行うもの

とする。紛争当事者の一方から調整の申

出があった場合で、相当の理由があると

認めるときも同様とする。 

第６０条 市長は、第２９条第１項の規定

により事前協議書        が提出された

日以後において、利害関係者及び事業者

（以下「紛争当事者」という。）の双方

から当該開発事業に係る紛争の調整の申

出があったときは、あっせんを行うもの

とする。紛争当事者の一方から調整の申

出があった場合で、相当の理由があると

認めるときも同様とする。 

２～５ （略） ２～５ （略） 

（適用除外） （適用除外） 

第６４条 次の各号のいずれかに該当する

開発事業については、第６章及び前章の

規定は、適用しない。 

第６４条 次の各号のいずれかに該当する

開発事業については、第６章及び前章の

規定は、適用しない。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 建築基準法第８５条第４項の規定に

よる仮設建築物の建築であって、１年

以内にその除去が見込まれる開発事業 

(5) 建築基準法第８５条第６項の規定に

よる仮設建築物の建築であって、１年

以内にその除去が見込まれる開発事業 

(6)・(7) （略） (6)・(7) （略） 

附 則 附 則 

（経過措置） （経過措置） 

３ 施行日において熱海市土地利用指導要

綱    （平成元年熱海市告示第４９号。

以下「指導要綱」という。）の規定によ

り協議が行われている土地利用事業につ

いて、施行日前に行われた手続その他の

行為は、この条例の相当規定により行わ

れた手続その他の行為とみなす。 

３ 施行日において熱海市土地利用事業指

導要綱（平成元年熱海市告示第４９号。

以下「指導要綱」という。）の規定によ

り協議が行われている土地利用事業につ

いて、施行日前に行われた手続その他の

行為は、この条例の相当規定により行わ

れた手続その他の行為とみなす。 

別表第３（第３８条、第５９条関係） 別表第３（第３８条、第５９条関係） 

開発事業の整備基準 開発事業の整備基準 

  種別 基準 

１ （略） 

２ 建築物の 建築物の高さは、法第 

  種別 基準 

１ （略） 

２ 建築物の 建築物の高さは、法第 
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 高さ ８条第１項第３号の高度

地区に関する都市計画、 

静岡県風致地区条例（昭 

和４５年静岡県条例第 

２１号）又は景観法第８

条第１項に規定する景観

計画（以下「景観計画」

という。）で定める数値

以下にすること。 

３・４ （略） 

５ 駐車施設 自動車駐車場及び駐輪

場は、別表第７に定める

基準により施行区域内に

設置すること。ただし、

規則に定める地域に建築

する共同住宅で         

                    、

規則に定める基準を満た

した場合には、共同住宅 

の    総戸数に対する自

動車駐車場の台数を６０

パーセント以上とするこ

とができる。 

６ 建築行為

を伴わな

い土地利

用に関す

る措置 

第２条第４号に規定す

るその他規則で定める開

発事業については、次に

定める基準によるものと

する。 

(1)～(3) （略） 

７ （略） 

８ 賑わい再

生基準 

共同住宅を建設する場

合には、次に定める基準 

                       

                       

                       

      を満たすこと。 

(1) １戸当り  の専有

面積は５０平方メー

トル以上           

 高さ ８条第１項第３号の高度

地区に関する都市計画、

熱海市風致地区条例（平 

成２７年熱海市条例第 

５号）  又は景観法第８

条第１項に規定する景観

計画（以下「景観計画」

という。）で定める数値

以下にすること。 

３・４ （略） 

５ 駐車施設 自動車駐車場及び駐輪

場は、別表第７に定める

基準により施行区域内に

設置すること。ただし、

規則で定める地域に建築

する共同住宅（規則で定

めるものを除く。）で、

規則で定める基準を満た

した場合には、当該共同

住宅の総戸数に対する自

動車駐車場の台数を６０

パーセント以上とするこ

とができる。 

６ 建築行為

を伴わな

い土地利

用に関す

る措置 

第２条第４号に規定す

る      規則で定める開

発事業については、次に

定める基準によるものと

する。 

(1)～(3) （略） 

７ （略） 

８ 賑わい再

生基準 

共同住宅を建設する場

合には、次に定める基準

（規則で定める共同住宅

にあっては、第１号及び

第７号に定めるものに限

る。）を満たすこと。 

(1) １戸当たりの専有 

面積は５０平方メー 

トル（規則で定める 
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        と す る こ 

と。 

(2)～(4) （略） 

(5) 規則に定める地域

については１階又は

２階に店舗、商業施

設等の集客施設を設

置すること。 

(6) （略） 

(7) 規則に規定する遊

泳施設を設置しない

こと。 

(8) （略） 
 

  共同住宅にあって 

は、２５平方メート 

ル）以上とするこ 

と。 

(2)～(4) （略） 

(5) 規則で定める地域

については１階又は

２階に店舗、商業施

設等の集客施設を設

置すること。 

(6) （略） 

(7) 規則で定める  遊

泳施設を設置しない

こと。 

(8) （略） 
 

別表第７ 別表第７ 

駐車施設の基準 駐車施設の基準 

開発事業 自動車駐車場

（台数） 

駐輪場

（台数） 

共同住

宅     

       

       

       

       

観光商

業集積

区域内 

総戸数に対して

８０パーセント

以上 

総戸数に 

対 し て 

２５パー

セント以

上 

観光商

業集積

区域外 

総戸数に対して

１００パーセン

ト以上 

（略） 
 

開発事業 自動車駐車場

（台数） 

駐輪場

（台数） 

共同住

宅（規

則で定

めるも

のを除

く。） 

観光商

業集積

区域内 

総戸数に対して

８０パーセント

以上 

総戸数に 

対 し て 

２５パー

セント以

上 

観光商

業集積

区域外 

総戸数に対して

１００パーセン

ト以上 

（略） 
 

 


